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小中学校教員の考える特別支援教育の専門性
―長野県上小地域における現状と研修ニーズ―

How do Elementary and Junior High School Teachers Consider the 
Expertise of the Special Support Education?

臼　井　なずな*　　高　木　潤　野**

	 Nazuna USUI	 Junya TAKAGI

１．はじめに

　2007年４月に始まった特別支援教育は、従来の
特殊教育の対象の障害だけでなく、知的な遅れの
ない発達障害も含めて、特別な支援を必要とす
る幼児児童生徒が在籍する全ての学校において
実施されることが定められている（文部科学省，
2007）。また文部科学省の通知では、特別支援教
育の推進のためには教員の特別支援教育に関する
専門性の向上が不可欠であるとし、教員は校内や
校外での研修、自らの情報収集等により専門性の
向上に努めることが示されている。松村・大内・
笹本ほか（2009）が特別支援教育が開始される直
前の2007年３月に実施した調査においても、特別
支援教育に関する研修は、自治体の規模による違
いがあるものの特別支援教育コーディネーターに
対しては51％、全職員を対象としたものでは40％
の自治体が実施していると回答している。また文
部科学省（2011）の調査によると、小中学校にお
ける特別支援教育に関する研修の受講状況は年々
増加しており、平成22年度（2010年度）では公立
小中学校教員の67.8％が平成15年（2003年度）か
ら平成22年までの間に研修を受講していることが
報告されている。同調査における校内委員会の設
置状況や個別の指導計画・個別の教育支援計画の
作成状況等の点からも、着実に通常学級における
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特別支援教育の体制が進みつつあることが分かる。
　では、小中学校の教員を対象とした特別支援教
育に関する研修は、どのようなものが行われてい
るのだろうか。都道府県・政令都市立教育センター
に対して質問紙による調査を行った川合・竹林地・
藤井ほか（2011）によると、通常学級担任に対す
る研修として、LD等に対する知識や指導上の配
慮、環境調整について、心理・発達検査などの正
しい知識、保護者支援の在り方、幼児児童生徒と
のコミュニケーション、授業づくりの在り方等の
通常学級で役立つ可能性の高い話題が取り上げら
れていたという。しかし特別支援教育の研修は、
学校の教員構成や教員の職務内容、地域性等、様々
な要因によって求められる内容が異なることも多
くの先行研究によって指摘されている。小学校の
管理職、特別支援教育コーディネーター、学級担
任を対象に質問紙調査を実施した米沢・岡本・林

（2011b）によると、小学校における特別支援教育
の推進状態には職種別の意識に差があるという。
特に、多くの尺度において特別支援教育コーディ
ネーターや学級担任は、管理職と比較して校内の
特別支援教育の意識や共通理解が促進されていな
いと感じている点が示された。この差について米
沢らは、意識のずれをどのようになくしていき学
校全体で特別支援教育をいかに進めていくかが問
題であると指摘している。また藤井（2008）は、
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難聴・言語通級担当教員を対象に教員の力量形成
のための研修について、質問紙を用いて検討して
いる。その結果、対象とした教員のほとんどが教
員同士で組織・運営する自主的な研究会に参加し
ており、同僚間の学び合いが教員の力量形成に影
響している点が明らかになったことを報告してい
る。一方田中（2009）は、沖縄県内の離島におい
て実施した教員免許法認定講習の経緯と概要につ
いて報告し、教員間での研修に対する意識の差が
みられたことを指摘している。校内の研修につい
ては濱渕・二宮・栢野（2010）は、特別支援教育
コーディネーターの校内研修における役割を指摘
し、教員集団の現状分析に基づく校内研修のあり
方の模索があって初めて現場のニーズに対応した
企画が可能であると述べている。このように、特
別支援教育に関する研修やその成果は地域や学校
間、職種等によっても違いがあるため、研修を企
画する際には地域や学校の違いを考慮する必要が
あるといえる。
　長野大学が位置している長野県上田市は、人口
15万人程度の自治体である。また県内を10地域に
分けると上田市を中心とした地域は上小地域と呼
ばれるが、上小地域の４市町村には約50校の小中
学校及び1校の特別支援学校がある。長野大学は
上小地域では唯一の特別支援教育の教員養成課程
のある大学であり、教員免許更新講習や地域の学
校の教員対象の独自の研修会を実施している。特
別支援教育の研修を企画していくにあたって、長
野大学のある上小地域の教員が特別支援教育の専
門性についてどのように考えており、またどのよ
うな点にニーズがあるのかを把握することが重要
であると考えた。そこで本研究では、上小地域の
小中学校の教員を対象に、特別支援教育の専門性
に対する意識と研修に対するニーズを明らかにす
ることを目的とする。

２．方法

⑴　対象
　長野県上小地域の小中学校に勤務する教員264
名を対象とし、2011年8月に実施した。回答が得
られたものの中から、欠損値を除いた小学校166
名、中学校83名分を分析の対象とした。
⑵　調査方法

　調査は質問紙法を用いた。調査の内容は①「特
別支援学校教諭免許状は特別支援教育の専門性を
示すものだと思うか」、②「特別支援学校以外の
教員も特別支援学校の免許をもっていた方がよい
と思うか」、③「通常学級における特別支援教育
を担う教員に求められる専門性とはどのようなも
のだと思うか」、④「どのような内容・形式の研
修であれば参加したいか」についてであった。
　①及び②の評定については「思う（必要）」「ど
ちらかというと思う（どちらかというとあったほ
うがよい）」「どちらともいえない」「どちらかとい
うと思わない（知識や指導力があれば教員免許は
なくてもよい）」「思わない（不要）」とした。また
③については、姉崎（2005）、橋本・小池・藤野
ほか（2005）等の先行研究を参考にキーワードを
抽出し、選択肢を作成した。以下の中から選択と
した。「特別支援教育コーディネート」「障害につ
いての知識」「教科の指導方法」「教材教具の開発と
使用方法」「生活指導」「学級経営」「ことばかけや接
し方」「家族支援」「不登校・ひきこもり」「行為障害・
非行」「進路」「ソーシャルワーク」「他機関・専門職
との連携」「知能検査・発達検査」「子どもの発達」

「AAC・コミュニケーション支援」「カウンセリン
グ」「心理学的指導技法（行動療法等）」「その他」。
④は自由記述とした。

３．結果

　図１は、「特別支援学校教諭免許状は特別支援
教育の専門性を示すものだと思うか」という質問
に対する全員の回答を評定ごとに割合で示したも
のである。この図から、「思う」と答えた教員が
最も多く約50％、次いで「どちらかというと思う」
と答えた教員が約30％であったことが分かる。
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図１　特別支援学校教諭免許状に対する意識
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　図２は、「特別支援学校教諭免許状は特別支援
教育の専門性を示すものだと思うか」という質問
に対する回答を小学校の教員と中学校の教員とに
分けて示したものである。縦軸は割合、横軸は評
定を示している。なお、左の黒い棒が小学校の教
員、右の白い棒が中学校の教員を示している。こ
の図から、小学校の教員で「思う」と答えたのは
50％を超えていたのに対し、中学校の教員では約
40％であったことが分かる。また、「思わない」「ど
ちらかというと思わない」と答えたのは、小学校
よりも中学校の教員に多い傾向がみられたことが
分かる。直接確率計算の結果、人数の偏りは有意
であった（両側検定：p = .047）。

図３　特別支援学校教諭免許状取得に対する意識
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図２　特別支援学校教諭免許状に対する意識の校種間の比較
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　図４は、「通常学級における特別支援教育を担
う教員に求められる専門性とはどのようなものだ
と思うか」についての回答を校種別に示したもの
である。縦軸は割合、横軸は選択肢を示している。
なお、左の黒い棒が小学校の教員、右の白い棒が
中学校の教員を示している。また、小学校及び中
学校のいずれにおいても回答数が10を下回った項
目については、「その他」としてまとめて表示し
た。この図から、どちらの校種においても「障害
についての知識」と「ことばかけや接し方」の２
項目が他の選択肢と比較して多い傾向がみられた
ことが分かる。x2検定の結果、度数の偏りに有意
差はみられなかった（x2（14）= 20.20）。したがって、
通常学級における特別支援教育を担う教員に求め
られる専門性の種類についての意識は、校種によ
る差がみられなかったことが示された。
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　図３は、「特別支援学校以外の教員も特別支援
学校の免許をもっていた方がよいと思うか」とい
う質問に対する回答を小学校の教員と中学校の教
員とに分けて示したものである。縦軸は割合、横
軸は評定を示している。なお、左の黒い棒が小学
校の教員、右の白い棒が中学校の教員を示してい
る。この図から、どちらの校種においても最も多
い回答は「どちらかというとあった方がよい」で
40％以上を占めていたことが分かる。また、どち
らの校種においても２番目に多い回答は「知識や
指導力があれば教員免許はなくてもよい」であっ
た。「必要」と答えた教員は、小学校で20％弱、
中学校では10％未満であった。直接確率計算の結
果、人数の偏りに有意差はみられなかった（両側
検定：p = .120）。したがって、通常学校教員も特
別支援学校教諭免許状をもっていた方がよいと思
うかについての意識は、校種による差がないこと
が示された。

図４　教員に求められる専門性
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　「どのような内容・形式の研修であれば参加し
たいか」という質問に対しては、分析対象とした
249名中158名から自由記述による回答を得た。
　研修の内容に関する記述では、「事例、具体的
な指導例」を求めるものが最も多く45名であった。
次いで「教科指導、授業での支援」が14名、「心
理・発達検査の読み取り、結果の活用」が同じく
14名であった。その他それぞれ少数ではあるが、

「保護者、家族支援」「心理学的技法」「他機関との
連携」「薬について」「卒業後、社会での姿」「二次障
害」などの記述もみられた。
　研修の形式に関する記述では、「検討会、ワー
クショップ」などの受講者参加型を求めるものが
最も多かったが、「講義形式」を希望する教員も
みられた。また、参加する際の「負担の少ないも
の」という記述も複数みられた。

４．考察

　「特別支援学校教諭免許状は特別支援教育の専
門性を示すものだと思うか」の質問に対して「思
う」「どちらかというと思う」を合わせた全体の約
80％の教員が、特別支援学校教諭免許状は特別支
援教育の専門性をある程度示すものだと考えてい
ることが分かった。その一方で、特別支援学校以
外の教員の特別支援学校教諭免許の必要性につい
ては、「必要」と答えた教員は、小学校で20％弱、
中学校では10％未満にとどまった。「特別支援学
校以外の教員も特別支援学校の免許をもっていた
方がよいと思うか」の質問に対して最も多かった
回答は、「どちらかというとあった方がよい」で
あり、次いで「知識や指導力があれば教員免許は
なくてもよい」であった。
　これらの結果から、特別支援学校教諭の免許状
は特別支援教育の専門性を示すものと考えてはい
るが、特別支援学校以外の教員にとって、必要ま
たは不要とは言いきれない実態が明らかになっ
た。回答の際に補足的に書かれたコメントを参考
に、小中学校教員の特別支援学校教諭免許に関す
る意識の背景について分析すると、次の３点が挙
げられる。１点目として、現職の教員が自分の立
場で質問紙に回答したため、現職の教員が免許を
取得するための研修やシステムが十分でない現状
を考慮したこと。２点目として、免許状はもって

いないが立派に指導している同僚（あるいはその
逆の同僚）の様子から判断したということ。３点
目として、通常学級の教員には発達障害児などへ
の支援以外にも必要な力が多くあり、特別支援教
育の専門性が全てではないという考えで回答した
ことである。
　特別支援学校教諭免許状と専門性に関して校種
別に分析すると、特別支援学校教諭免許状が特別
支援教育の専門性を示すと考えている教員は、中
学校より小学校の教員に多いことが明らかになっ
た。その一方で、通常学校教員も特別支援学校教
諭免許状をもっていた方がよいと思うかについて
の意識は、校種による差がみられなかった。どち
らの校種においても最も多い回答は「どちらかと
いうとあった方がよい」で、２番目に多い回答は

「知識や指導力があれば教員免許はなくてもよい」
であった。また、「通常学級における特別支援教
育を担う教員に求められる専門性」についての回
答でも、小学校と中学校との間で差がみられな
かった。具体的には「障害についての知識」と「こ
とばかけや接し方」の２項目が多く選択されてお
り、これらは特定の場面に限らず学校生活全体に
かかわる基本的な知識と技能であるため、多くの
教員が選択したと考えられる。
　校種別の分析結果を整理すると、まず、どちら
の校種の教員も免許状をもっているに越したこと
はないが免許状の有無よりも知識や指導力が大切
だと考えており、求められる専門性の種類も小学
校中学校で共通しているということが言える。し
かし、小学校の教員の方が免許状が専門性を示す
と考える割合が多いことから、免許状への期待が
高いことがうかがわれる。このことから、小学校
と中学校とでは、免許状と専門性に関して何らか
の認識の差があると考えられる。小学校教員の考
える専門性は免許状を取得している者がもち合わ
せている知識や技能と大部分が重なるのに対し、
中学校教員の考える専門性は免許状を取得してい
るだけでは身に付いていない知識や技能なのでは
ないだろうか。通常学校に在籍する特別支援を必
要とする児童生徒の実態を思い描くと、小学校の
児童よりも中学校の生徒の方が、いわゆる問題行
動が激しくなっていたり他の生徒との差が大きく
なっていたりすることが推測される。したがって、
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中学校教員の求める専門性には、より困難な状況
に対応する力が含まれているのではないだろう
か。調査の結果では、通常学級における特別支援
教育を担う教員に求められる専門性について、小
学校中学校間で差がみられなかった。しかし求め
られる専門性の種類は同じであっても、本研究の
調査には表れない専門性の質や程度の面で、違い
があることが考えられる。
　「どのような内容・形式の研修であれば参加し
たいか」という質問に対しては、「事例、具体的
な指導例」を求める回答が最も多かった。これ
は、通常学級に在籍する特別支援を必要とする児
童生徒の実態には様々なパターンがあるため、自
らの担当する児童生徒のニーズに応じた支援を行
うために、類似した事例を求めていると考えられ
る。特別支援教育の制度が開始される前の教員の
研修ニーズを調査した姉崎（2005）によると、小
中学校教員の研修ニーズとして高い傾向がみられ
たのが「LD・AD/HD・アスペルガー症候群・高
機能自閉症など、軽度発達障害児の特性の理解に
ついて」「学校全体としてどのように支援していく
か（校内支援体制の在り方）について」「通常学級
における活動の中で、どのように支援していくか
について」「一斉の教科指導の中でどのように支援
していくかについて」であった。特別支援教育開
始から４年が経過した時点の本調査では、「軽度
発達障害児の特性の理解について」は、必要な専
門性とはされているが、参加したい研修には挙
がっていない。本調査で「事例、具体的な指導例」
の研修に参加したいと回答した教員が多いのは、
軽度発達障害に関する基本的な知識はすでに得て
いる上で、次の段階として効果的な指導方法を身
に付けたいという思いの表れと思われる。「通常
学級における活動の中での支援」「一斉の教科指導
の中での支援」については、両調査においてニー
ズの高い研修である。また、本調査において一定
数が参加したいとした「心理・発達検査の読み取
り、結果の活用」の研修については、姉崎（2005）
の調査では障害児学級等未経験の小中学校教員に
とってニーズが低く、障害児学校の教員や障害児
学級等経験者にとってニーズが高い研修として示
されている。以上の二つの調査の比較から、通常
学級の教員においては、特別支援教育開始前と比

較して研修が進んでいると理解することができ
る。多くの小中学校教員が特別支援教育を何らか
の形で経験したことにより、教員の研修ニーズが
障害の理解から支援方法へと移行し、より専門性
の高いと思われる検査などにも必要性が感じられ
るようになってきたのではないだろうか。
　「どのような内容・形式の研修であれば参加し
たいか」という質問に対する回答で、内容に関し
ては「事例、具体的な指導例」を求めるものが最
も多く、形式に関しては「検討会、ワークショッ
プ」などの受講者参加型を求めるものが最も多
かった。この二つを合わせて「事例検討会」とい
う記述もみられた。平澤・神野・池谷ほか（2007）
は、特別支援教育コーディネーター向けの講座を
３年間実施した成果から、講義や講演からの情報
を踏まえながら学校現場の実践を題材としてその
事象を分析する枠組みを提供し、課題解決のため
に考え討論する場を継続的にもつことが受講者の
見通しにつながる、という点を指摘している。ま
た藤井（2008）は、同僚間の学び合いが教員の力
量形成に影響していると述べている。したがって

「事例検討会」という研修方法は、参加した教員
の力量を高めるために優れた方法であることが示
唆される。米沢・岡本・林（2011a）は、教員の
意識を高めるような研修や児童への支援を検討す
る仕組み等の学級担任への支援は、それが提供さ
れるだけでなく学級担任がそれら支援の取り組み
を有効だと判断している場合に初めて特別支援教
育が円滑に推進される可能性があることを指摘し
ている。では、研修を企画するにあたって学級担
任が有効だと判断するのはどのようなものであろ
うか。小中学校教員ではないが、特別支援学校の
教員を対象に校内研修の実態調査を質問紙法を用
いて検討した砂田・是永（2009）によると、調査
対象である特別支援学校教員が「校内研修の評価
点」として最も多く回答した点が「実践に活かせ
る」であったのに対し、「校内研修の改善点」と
して同様に最も多く回答されたのが「実践に活か
せない」であった。この結果から砂田・是永（2009）
は、校内研修の内容精選が検討されるべきである
と指摘している。この点から考えると、研修会の
企画にあたっては、知識の伝達に重点をおくより
も、個々の教員が直面している課題を取り上げる
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ものの方が、有効である可能性が考えられる。ま
た、森（2010）は学校コンサルテーションでグルー
プ討議形式の校内研修を行った結果、教師が自ら
の仕事を省察し、主体的・創造的な実践の一助と
なったと考察している。そのための有効な関与方
法は、教員一人一人の経験にしまい込まれた知見
の「言語化」を促進することであった。したがっ
て、本調査でニーズの高い研修の形式として挙げ
られた「事例検討会」は、自らが抱える特別な支
援を必要とする児童生徒の指導に関する課題を解
決するだけでなく、教師が主体的に解決できるよ
うになることを援助するためにも有効な研修では
ないかと考えられる。
　最後に、これらを踏まえて上小地域における研
修の企画について考察する。小中学校の教員を対
象にした特別支援教育の研修が進み、一般的な知
識にとどまらないそれぞれの現場のニーズに応じ
た事例検討が必要とされているのは全国的な傾向
ではないかと予想されるが、上小地域においても、
先に述べたような、学級担任が有効だと感じられ
る実践に活かせる事例検討会を企画していくこと
は有効であろう。また知識の伝達だけでなく、個々
の教員が直面している課題を取り上げ、それを教
員自らが主体的に解決できる仕組みとして機能さ
せることが大切である。さらに地域の特性を考え
ると、以下の点を指摘できる。上小地域４市町村
のうち比較的規模の小さい３市町村では、小学校
は１校から５校、中学校は１、２校と少ない。こ
のため、いくつかの小学校と１校の中学校をまと
めた中学校区で考えると、地域ごとのまとまりが
把握しやすい。上小地域では最も大きい上田市に
おいても、2006年に合併して現在の上田市になる
以前の丸子、真田、武石といった各地域でのまと
まりが強く、小中学校の規模は先の３市町村と同
じような状況にある。このような地域特性から、
学校単位での研修ではなく、中学校区をまとまり
とした数校の小中学校での研修が有効に機能する
可能性が考えられる。本研究の結果では、小中学
校いずれにおいても、特別支援学校教員免許状を
もっているに越したことはないが免許状の有無よ
りも知識や指導力が大切だと考えており、求めら
れる専門性についての回答でも小中学校間で差が
なかった。しかし、先に考察で述べたように、小

学校と中学校とでは免許状と専門性に関して何ら
かの認識の差があり、中学校教員の求める専門性
にはより困難な状況を解決する力が含まれている
可能性が推察される。小学校と中学校の間には制
度としての違いは存在するが、そこに通う児童生
徒本人の変化は連続的なものであり、中学校に進
学したからといって劇的に児童生徒本人が変わる
わけではない。仮に中学校において適応上の問題
等があったとすれば、それは小学校での生活とも
密接に関わるものである可能性が大きい。このよ
うなことから、現実的に交流のある小中学校のま
とまりを対象とした具体的な事例を取り上げて検
討する方法が、地域の特性を踏まえた研修として
効果的である可能性が考えられる。
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